地域密着型通所介護の概要について
１　地域密着型通所介護の概要
　　平成２６年６月に公布された「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」（平成２６年法律第８３号）による介護保険法の改正により，利用定員１９人未満の小規模な通所介護事業所については，少人数で生活圏域に密着したサービスであることを踏まえ，地域との連携や運営の透明性の確保，また，市町村が地域包括ケアシステムの構築を図る観点から整合性のあるサービス基盤の整備を行う必要があるため，平成２８年４月１日から，「地域密着型通所介護」として地域密着型サービスへ移行されます。
　　また，利用定員９人以下である「療養通所介護」も，地域密着型サービスへ移行します。
２　地域密着型通所介護の判断基準
　・「通所介護事業所」と「地域密着型通所介護事業所」の区分は，制度の施行日前日（平成２８年３月３１日）の事業所の利用定員（同時にサービス提供が可能な利用者数の上限）により判断します。
　※　具体的な利用定員の考え方は，２，３ページを参照してください。
３　主な変更点
　・指定権者が，これまでの都道府県から事業所が所在する市町村になります。これにより，事業所指定に係る新規・更新申請，変更届，加算届などの提出先が市町村となります。また，実地指導，監査は，市町村が実施することとなります。
　・原則として，事業所が所在する市町村の住民のみの利用となります。ただし，平成２８年３月３１日以前から利用している他市町村の住民については，引き続き利用することが可能です。また，平成２８年４月１日以降に新たに他市町村の住民が利用する場合にあっては，介護保険法第７８条の２の規定により他市町村との協議が必要となるため，あらかじめ相談いただくようお願いいたします。
・地域との連携や運営の透明性を確保するため，利用者やその家族，地域住民の代表，市町村職員，地域密着型通所介護について知見を有する者などから構成される「運営推進会議」を設置する必要があります。運営推進会議に対し，おおむね６か月に１回以上，活動状況を報告し，その評価を受けるとともに，必要な助言や要望などを聞く機会を設けなければなりません。また，運営推進会議に関する内容を記録し，公表しなければなりません。
	運営委員会の構成員（例）
	●利用者・その家族
●地域住民の代表（町内会役員，民生委員等）
●市職員又は地域包括支援センター職員　等


・介護報酬区分（単価）は，前年度の利用者の実績にかかわらず，小規模型通所介護費相当となります。
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